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循環型社会形成 

推進基本法 

循環型社会形成 

推進基本計画 

廃棄物処理法 

 
兵庫県廃棄物処理計画 

兵庫県環境基本計画 
環境先導社会“豊かで美しいひょうご”の実現 

(第 4 次：H26.3 改定) 

ひょうご循環社会ビジョン 

持続可能な循環型社会 

 

兵庫県ごみ処理 

広域化計画 

兵庫県分別 

収集促進計画 

市町一般廃棄物 

処理計画 

２１世紀兵庫長期ビジョン 
「環境優先社会の実現」(H23.12 改定) 

実施計画 
 

 

法定計画 

 

各種リサイクル法 
 

○容器包装リサイクル法 

○家電リサイクル法 

○自動車リサイクル法 

○食品リサイクル法 

○建設リサイクル法 

○グリーン購入法  など 

 

指針 

 

兵庫県廃棄物処理計画の位置づけ 

 
１ 計画の位置づけ 
（１）「２１世紀兵庫長期ビジョン」の中で、目指すべき社会像の一つとして、「環境優先

社会」を掲げ、これを具体化するものとして「持続可能な循環型社会」の形成を目指
す「ひょうご循環社会ビジョン」を平成 13 年５月に策定した。 

 
（２）「第４次兵庫県環境基本計画」（平成 26 年３月改定）では、「地域力で創る環境先導

社会“豊かで美しいひょうご”の実現」を目標としており、この兵庫県環境基本計画
の下に位置づけられる「ひょうご循環社会ビジョン」の実施計画として、兵庫県廃棄
物処理計画が位置づけられる。 

 
２ 計画の性格 

本計画は、本県の今後の廃棄物行政を推進するための行政計画としての性格を有する

とともに、以下の性格を併せ持つものである。 

（１）本計画は、県民、事業者、行政の参画と協働のもとに、持続可能な循環型社会の実

現を目指す指針である。 
（２）一般廃棄物対策の観点からは、市町の「一般廃棄物処理計画」策定のための指針で

あり、「兵庫県ごみ処理広域化計画」や「兵庫県分別収集促進計画」の基本となる計画

である。 
（３）産業廃棄物対策の観点からは、事業者や処理業者の指導等のための指針である。 
（４）各種リサイクル関連法に基づく、個別の計画・指針等と相互に連携しながら、循環

型社会の実現を目指すものである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 ２ 
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３ 関係法令等 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律、同施行規則 

（
都
道
府
県
廃
棄
物
処
理
計
画
）  

第
五
条
の
五 

都
道
府
県
は
、
基
本
方
針
に
即
し
て
、
当
該
都
道
府
県
の 

区
域
内
に
お
け
る
廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
関
す
る 

計
画
（
以
下
「
廃
棄
物
処
理
計
画
」
と
い
う
。）
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら 

な
い
。 

２ 

廃
棄
物
処
理
計
画
に
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
い
、
当
該 

都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
け
る
廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処 

理
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。  

一 

廃
棄
物
の
発
生
量
及
び
処
理
量
の
見
込
み  

二 

廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
関
す
る
基
本
的
事
項  

三 

一
般
廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
に 

関
す
る
事
項  

四 

産
業
廃
棄
物
の
処
理
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項  

五 

非
常
災
害
時
に
お
け
る
前
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
施
策
を 

実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項  

３ 

都
道
府
県
は
、
廃
棄
物
処
理
計
画
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
よ 

う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
環
境
基
本
法
（
平
成
五
年
法
律
第
九 

十
一
号
）
第
四
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
置
か
れ
る
審
議
会
そ
の
他
の
合
議

制
の
機
関
及
び
関
係
市
町
村
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

４ 

都
道
府
県
は
、
廃
棄
物
処
理
計
画
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た 

と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。  

 

（
都
道
府
県
廃
棄
物
処
理
計
画
の
達
成
の
推
進
）  

第
五
条
の
六 

国
及
び
都
道
府
県
は
、
廃
棄
物
処
理
計
画
の
達
成
に
必
要 

な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律 

（
都
道
府
県
廃
棄
物
処
理
計
画
）  

第
一
条
の
二
の
二 

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三 

十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
の
五
第
二
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、 

次
の
と
お
り
と
す
る
。  

一 

廃
棄
物
の
発
生
量
及
び
処
理
量
の
見
込
み
は
、
廃
棄
物
の
種
類
ご
と
に
定
め
る
こ
と
。  

二 

廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
関
す
る
基
本
的
事
項
に
は
、
次
の
事
項
を 

定
め
る
こ
と
。 

イ 

廃
棄
物
の
種
類
ご
と
に
、
当
該
廃
棄
物
の
排
出
量
、
再
生
利
用
量
、
中
間
処
理
量
、 

最
終
処
分
量
そ
の
他
そ
の
処
理
の
現
状 

ロ 

廃
棄
物
の
種
類
ご
と
に
、
当
該
廃
棄
物
の
排
出
の
抑
制
、
再
生
利
用
、
中
間
処
理
、 

最
終
処
分
（
法
第
十
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
最
終
処
分
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
そ
の 

他
そ
の
適
正
な
処
理
に
関
す
る
目
標 

ハ 

ロ
に
掲
げ
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置 

ニ 

廃
棄
物
の
不
適
正
な
処
分
の
防
止
の
た
め
に
必
要
な
監
視
、
指
導
そ
の
他
の
措
置
に 

関
す
る
事
項 

三 

一
般
廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
に
関
す
る
事
項
に
は
、 

次
の
事
項
を
定
め
る
こ
と
。 

イ 

一
般
廃
棄
物
の
広
域
的
な
処
理
に
関
す
る
事
項 

ロ 

一
般
廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
必
要
な
市
町
村
間
の
調
整
そ
の
他 

の
技
術
的
援
助
に
関
す
る
事
項 

四 

産
業
廃
棄
物
の
処
理
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項
に
は
、
次
の
事
項
を
定
め
る
こ
と
。 

イ 

産
業
廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
必
要
な
産
業
廃
棄
物
の
処
理
施
設 

の
確
保
の
た
め
の
方
策 

ロ 

産
業
廃
棄
物
の
処
理
施
設
の
整
備
に
際
し
配
慮
す
べ
き
事
項 

五 
非
常
災
害
時
に
お
け
る
法
第
五
条
の
五
第
二
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事 

項
に
関
す
る
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
は
、
次
の
事
項
を
定
め
る
こ
と
。 

イ 
非
常
災
害
時
に
お
い
て
も
廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
を
確
保
し
、
生
活 

環
境
の
保
全
及
び
公
衆
衛
生
上
の
支
障
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項 

ロ 

非
常
災
害
時
に
お
い
て
も
一
般
廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な 

体
制
に
関
す
る
事
項 

ハ 

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整
備
に
際
し
非
常
災
害
に
備
え
配
慮
す
べ
き
事
項 

同 

施 

行 

規 

則 
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（２）改正廃棄物処理法施行通知（H27.8.6、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃

棄物対策課長・産業廃棄物課長） 

過去の災害では、事前の備えを行っていなかった自治体において、災害により生じ

た廃棄物（以下「災害廃棄物」という。）の処理に混乱がみられたことから、（略）、都

道府県が定める、基本方針に即した当該都道府県の区域内における廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する計画（以下「都道府県廃棄物処理計画」という。）について、

非常災害時についての事項を追加することとした。（略） 

 

①非常災害時においても廃棄物の減量その他その適正な処理を確保し、生活環境の保

全及び公衆衛生上の支障を防止するための措置に関する事項 

（例えば、災害廃棄物の仮置場の設置、収集、運搬、処分及び再生に関することを想定。） 

 

②非常災害時においても一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関す

る事項 

（例えば、災害協定のような地方自治体間や地方自治体と事業者間の連携・協力に関

すること、市町村で災害廃棄物の処理に著しい支障が生じた場合における、地方自治

法に基づく当該処理の全部又は一部の都道府県への事務委託に関することを想定。） 

 

③産業廃棄物処理施設の整備に際し非常災害に備え配慮すべき事項 

（例えば、非常災害時に産業廃棄物処理施設において災害廃棄物の処理を行うことを

想定した施設の処理余力の把握や施設情報の市町村との共有に関することを想定。） 
 

今般の改正に基づき都道府県廃棄物処理計画を変更するに当たっては、（略）、災害

廃棄物対策指針（平成 26 年３月 28 日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄

物対策課）を踏まえながら、災害対策基本法に基づいて策定される地域防災計画その

他その都道府県において既に策定された防災に関する指針・計画等と整合を取りつつ、

各地域の実情に応じて必要な事項を定められたい。 

 

 
 
 
 


